
ご参考資料　2023年11月

のむラップ・ファンド
＜追加型投信/内外/資産複合＞

保守型／やや保守型／普通型／やや積極型／積極型

野村アセットマネジメントの
Webサイトで当ファンドの
紹介動画を公開しています
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これから必要となる「支出」について考えてみましょう。

老後の

生活費

人生の3大支出といわれる
住宅費 ・ 子供の教育費 ・ 老後の生活費 は、
ライフイベントの中でも特に大きな支出となります。

家族の幸せや成長を、ずっと応援し続けたい。
大切な人と、素敵な思い出を重ねていきたい。

未来を、もっと輝かせるために、いま、始めたいことがあります。

人生には、結婚、出産、子育て、退職後のセカンドライフ等さまざまな出来事があります。
これらのライフイベントには必ずお金がかかります。

人生の３大支出といわれる「住宅費」「子供の教育費」
そして「老後の生活費」は、避けては通れない「支出」です。

いまから計画的に準備しておく必要があります。

家族の幸せや成長を、ずっと応援し続けたい。
大切な人と、素敵な思い出を重ねていきたい。

未来を、もっと輝かせるために、いま、始めたいことがあります。

人生には、結婚、出産、子育て、退職後のセカンドライフ等さまざまな出来事があります。
これらのライフイベントには必ずお金がかかります。

人生の３大支出といわれる「住宅費」「子供の教育費」
そして「老後の生活費」は、避けては通れない「支出」です。

いまから計画的に準備しておく必要があります。

ライフイベント

!
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住宅費

子供の

教育費

30代

40代

50代

60代

介護費用
（介護に要した費用）

※5

約580万円

介護を始めてからの期間
（介護中の場合は経過期間）

約5年1ヵ月

上記はライフイベントにかかる費用の一例を示したものであり、すべてを網羅するものではありません。

※1 挙式、披露宴・ウエディングパーティー総額の平均。（出典：「ゼクシィ 結婚トレンド調査2022 調べ」）　※2 フラット35利用者を対象。戸建ては建売住宅。　※3 親・親族からの援助額のうち、挙式、披露宴、ウエディングパーティー
に使った金額の平均。（出典：「ゼクシィ 結婚トレンド調査2022 調べ」）　※4 年間/夫婦ふたり（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦一組の無職世帯）　※5 月額8.3万円×介護期間61.1ヵ月+一時費用74.4万円。 
（出所）「ゼクシィ 結婚トレンド調査2022 調べ」、独立行政法人 住宅金融支援機構「2021年度フラット35利用者調査」、総務省統計局「家計調査結果(2022年平均)」（https://www.stat.go.jp/）、生命保険文化センター「2021（令和3）

年度　生命保険に関する全国実態調査」、各種データを基に野村アセットマネジメント作成
図表の数字は、四捨五入している場合があります。 

保健医療※4

約19.1万円

子供の結婚
資金援助総額

※3

約163万円

住宅購入費※2
マンション

約4,529万円

戸建て

約3,605万円

（61.1ヵ月）

結婚式の総額※1

約304万円
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41.5歳
平均年齢

3

人生の3大支出をのぞいてみましょう。

住宅費
住宅の購入は人生で最も高価な買い物とも言われます。
頭金はどのくらい用意するのか、いくら借りて何年で返済するかなど、
しっかりとした資金計画が必要です。

子供の教育費
子供の成長は何よりうれしいものです。
しかし、教育にかかる費用は決して少なくありません。

■幼稚園から高校までにかかる費用

■大学にかかる費用

大学の費用には、受験にかかった費用や寄付金、
入学しなかった学校への納付金の他、
自宅外通学の場合の生活費（仕送り）、住宅の敷金や礼金・
家財道具の購入費用などもかかります。

金額は、各学年の平均額の単純合計

幼稚園（3～5歳）

小学校

中学校

高　校

合　計

大　学

47万円
211万円
162万円
154万円
574万円

92万円
1,000万円
430万円
316万円

1,838万円

公　立 私　立

国　立 私立文系 私立理系 私立短大

243万円 408万円 551万円 202万円
私立大学、短大は施設設備費を含む。2年目以降の費用は、初年度の入学料以外がそのまま続くとして4年間、短大が2年間
で試算。生活費は含まず。

（出所）文部科学省「令和3年度子供の学習費調査」（https://www.mext.go.jp/）等を基に野村アセットマネジメント作成
図表の数字は、四捨五入している場合があります。

フラット35利用者を対象。戸建ては建売住宅。
（出所）独立行政法人 住宅金融支援機構「2021年度フラット35利用者調査」を基に野村アセットマネジメント作成
図表の数字は、四捨五入している場合があります。

!

■住宅を購入している人たちの年代別構成
住宅購入者を年代別に見ると、30歳代までが半数以上。
また同調査によると、住宅購入者の平均年齢は41.5歳。

0％

2021年度

30歳未満
20％ 40％ 60％ 80％ 100％

30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

■実際の住宅購入価格と自己資金額（頭金）
平均的な住宅購入価格は、マンションの場合約4,500万円、
戸建ての場合約3,600万円。
自己資金として、約270～880万円準備しているようです。

自己資金

約270

 ～

 880
万円

その他の費用

上記は人生の3大支出について分かりやすく説明するためのものであり、すべてを網羅するものではありません。

四捨五入により、各内訳の合計が100％とならない場合があります。

14.1 36.2 26.5 9.014.1

全国平均 首都圏平均

購入価格

自己資金額

マンション　
戸建て
マンション　
戸建て

4,913
4,133
878
327

万円

万円

万円

万円

4,529
3,605
786
270

万円

万円

万円

万円
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4

平均75万円

（月額）

ゆとりある生活を送るためには

注：端数処理のため、最低日常生活費とゆとりのための上乗せ額を合わせた数字
　  がゆとりある老後生活費とは一致しないことがある

老後も住居費がかかる場合、また老後のライフイベントにかかる費用を勘案すると、
ゆとりある生活を送るのに必要な金額は夫婦で月額平均34.9万円との調査結果もあります。

●ゆとりのある生活にかける予算例

老後の生活費
退職後の生活にかかるお金はどのくらいでしょうか。
セカンドライフを豊かで楽しく過ごすためにも、早めの準備を。

注：「税金など」は直接税・社会保険料を示す。
注：図表の数字は、四捨五入しているため、必ずしも合計とは一致しません。

税金など
3.2万円

住居
1.6万円

家具・家事用品
1.0万円

保健医療
1.6万円

教養娯楽
2.2万円

食料
6.8万円

光熱・水道
2.3万円

被服及び履物
0.5万円

その他
5.0万円

交通・通信
3.0万円

実支出 27.2万円実支出 27.2万円

60～85歳

■高齢夫婦（夫65歳以上、妻60歳以上）無職世帯の
　1ヵ月の平均的支出内訳

例えば、月約27.2万円使うと×12ヵ月=年間約326万円必要。
25年間では約8,160万円にもなります。
ちなみに65歳以上単身の場合は、約4,660万円必要です。
（生活費を月約15.5万円使うとして、25年間で算出）

約8,160
万円

理想の生活費

34.9万円

国内旅行 住宅リフォーム（バリアフリー対応）

教育娯楽

平均6.8万円

平均26.2万円

月34.9万円×12ヵ月×25年間
60～85歳では、1億円超も必要となります。

上記は人生の3大支出について分かりやすく説明するためのものであり、すべてを網羅するものではありません。

60歳代平均

40

30

20

10

0

（万円）

12.7万円
老後のゆとりのための

上乗せ額

22.2万円
老後の最低
日常生活費

（出所）総務省統計局「家計調査結果(2022年平均)」（https://www.stat.go.jp/）、生命保険文化センター「令和元年度 生活保障に関する調査」、国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査（2021年）」（https://www.mlit.go.jp/kankocho/）、国土交通省「建築物リフォーム・
リニューアル調査（2021年度）」（https://www.mlit.go.jp/）を基に野村アセットマネジメント作成

図表の数字は、四捨五入している場合があります。

1件あたり（受注高÷受注件数）
主たる工事目的：高齢者・身体障碍者対応

年間/夫婦ふたり（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦
一組の無職世帯）

1回あたり/夫婦ふたり
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投資目的や投資スタイルに合わせて、リスク水準が異なる5つのファンドから自分に合ったファンドを選ぶことができます。

リスクの水準と投資配分のイメージ図（例）

安定した収益の確保と
信託財産の着実な
成長を図ることを
目的として運用を
行ないます。

のむラップ・ファンドのご紹介!

保守型
安定した収益の確保と
信託財産の成長を
図ることを目的として
運用を行ないます。

やや保守型
信託財産の成長と
安定した収益の確保を
図ることを目的として
運用を行ないます。

普通型
信託財産の成長と
安定した収益の確保を
図ることを目的として
積極的な運用を
行ないます。

やや積極型
信託財産の成長を
図ることを目的として
積極的な運用を
行ないます。

積極型

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

実際の投資配分とは異なります。

選べる5つのファンド

5

リ
タ
ー
ン

高

外国株式

国内株式

世界REIT

国内債券

外国債券

高

低 リスクの水準

保守型

やや保守型

普通型
やや積極型 積極型
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やや積極型

一般的に、資産運用の方法や考え方は投資家の年齢、リスク許容度、運用期間などにより異なります。
下記のご説明は5つのファンド間における優劣を示唆するものではありません。

原則50％以内 原則75％以内 制限なし原則85％以内原則60％以内

リ
タ
ー
ン
の
振
れ
幅
の
イ
メ
ー
ジ

やや保守型保守型 普通型 積極型

リターンの振れ幅のイメージは、全ての状況を示したものではありません。実際のリターンはマイナスとなる場合もあります。
※1  各ファンドが投資する各マザーファンドへの投資比率に基づきます。各マザーファンドについては13ページをご参照ください。
※2　各ファンドが投資する各マザーファンドへの投資比率に基づきます。各マザーファンドへの投資比率の上限の目処は、今後変更される場合があります。また、一時的に上限の目処を
　　超える場合があります。

各ファンドにおける投資比率※2は、上記制限のもと、下記を上限の目処とします。
国内株式 20% 30% 40%

外国株式 30% 45% 60%

世界REIT 20% 30% 40%

国内債券 80% 60% 40%

外国債券 50%

25%

35%

25%

70%

50% 50%

35%

50%

35%

50%

50% 50%

リスク水準が異なる「保守型」「やや保守型」「普通型」「やや積極型」「積極型」の5つのファンドから構成されています。

各ファンドの特徴!

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

リ
タ
ー
ン

「 国 内 株 式 」
「 外 国 株 式 」
「世界R E I T」
への投資比率※1
の合計 
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「のむラップ・ファンド」の３つのポイント

バランスの良い資産運用
「分散投資」をすることにより、リスクの低減効果が期待できます。

POINT

1 »P8へ

定期的なメンテナンス
目標の投資配分比率への調整を行ないます。

POINT

2 »P9へ

投資配分の見直し
市況動向等に応じて投資配分比率を見直します。

POINT

3 »P10へ

7資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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国内株式
－2.5％

各資産の年間騰落率（円ベース） 2013年～2023年

ひとつの資産に投資すると、騰落率にかなり「ばらつき」があります。
そこで、異なる資産を組み合わせる「分散投資」をすることがリスクを抑えるためには効果的です。

バランスの良い資産運用

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、ファンドの運用実績ではありません。ファンドの運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

POINT

1

8

使用した市場指数は14ページ「当資料で使用した市場指数について」をご参照ください。
（出所）ブルームバーグのデータに基づき野村アセットマネジメント作成

2022年 2023年※

外国債券
－6.1％

国内債券
－5.2％

外国株式
－6.4％

世界REIT
－13.0％

2018年2013年 2014年 2015年 2016年

外国株式
54.8％

世界REIT
40.7％

国内株式
54.4％

外国株式
21.1％

世界REIT
25.4％

外国債券
16.4％

国内株式
12.1％

外国株式
－10.2％

外国債券
22.7％

国内株式
10.3％

世界REIT
1.6％

国内債券
2.0％

外国株式
27.2％

国内株式
25.7％

外国債券
11.8％

世界REIT
8.9％

国内債券
－0.4％

国内債券
4.2％

国内債券
1.1％

外国株式
5.5％

世界REIT
－6.7％

外国債券
－4.5％

国内株式
－16.0％

外国株式
－0.9％

世界REIT
3.6％

国内債券
1.0％

2019年

世界REIT
23.5％

外国株式
27.9％

外国債券
5.5％

国内株式
18.1％

国内債券
1.6％

2020年

世界REIT
－12.3％

外国株式
11.0％

外国債券
5.9％

国内株式
7.4％

国内債券
－0.8％

外国債券
－4.5％

国内債券
3.0％

国内株式
0.3％

2017年

外国債券
－3.0％

外国株式
18.7％

世界REIT
4.7％

国内債券
0.2％

国内株式
22.2％

外国債券
4.7％

2021年

世界REIT
48.4％

外国株式
38.1％

外国債券
4.6％

国内株式
12.7％

国内債券
－0.1％

暦年ベース
※2023年は9月末現在
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投資配分比率の見直しを定期的に行なうことを基本とします。
目標の投資配分比率からずれていないか？
お客さまに代わって野村證券の助言に基づきメンテナンスを行ないます。

定期的なメンテナンス

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

POINT

2

9

目標の投資配分比率への調整

目標の投資配分比率 目標の投資配分比率にもどす

価格変動

上限の
値

あらかじめ、目標の投資配分比率に上下限を設け、値上がり値下がりによって、
その範囲を超えた場合、目標の投資配分比率にもどす売買を行ないます。
一定のルールのなか、投資配分比率に大きなゆがみがないように調整します。

例） 国内株式の組入比率が上限に到達した場合

上限に
タッチ

外国債券

外国債券

国内株式

国内株式

外国株式

外国株式

国内債券

世界REIT

外国債券 国内株式

外国株式国内債券

世界REIT

国内債券

世界REIT

投資配分比率の定期的な調整と見直し
「のむラップ・ファンド」は、投資対象資産の期待リターンやリスク、各資産の相関係数など
長期的な観点から、目標とする投資配分比率を定期的（３ヵ月ごと）に見直します。
また、中短期的な投資対象資産の値動きの観点から、目標とする投資配分比率を
１ヵ月ごとに見直します。

配分比率
見直し

配分比率
見直し

配分比率
見直し

配分比率
見直し

! !

1月 10月7月4月

上記はイメージ図です。

実際の投資配分とは異なります
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短期的な値動きに合わせた見直し

市況見通しの変化等によっては、投資配分比率の見直しを行なう場合があります。
短期的にある特定の資産が大きく値下がりした場合には、値動きの反転に備えてその投資配分比率を引き上げ、
短期的に大きく値上がりした場合には逆にその投資配分比率を引き下げます。

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

投資配分の見直しPOINT

3

投資配分

■ 資産A

短期的に大きく値上がりした場合 資産Aの投資配分比率を引き下げます

数年程度の期間

長期トレンド
短期の値動き

長期トレンド
短期の値動き

投資配分

■ 資産A

短期的に大きく値下がりした場合 資産Aの投資配分比率を引き上げます

数年程度の期間

10

上記はイメージ図です。
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国内株式
13.5%

11

各ファンドにおける資産内容!

※各ファンドが投資する各マザーファンドへの投資比率に基づきます。
　各マザーファンドについては13ページをご参照ください。
＊四捨五入により、合計が100％にならない場合があります。

上記は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

各ファンドにおける資産別配分（純資産比）※ 2023年9月29日現在

その他の資産
1.4%

国内債券
8.0%

その他の資産
1.1%

国内株式
8.0%

外国株式
11.1%

世界REIT
6.9%

その他の資産
1.2%

その他の資産
1.2%

国内株式
10.7%

国内債券
4.5%

世界REIT
13.5%

国内株式
12.7%

国内株式
10.0%

外国株式
16.8%

世界REIT
9.1%

その他の資産
1.2%

国内債券
46.4%

保守型

外国債券
26.4%

国内債券
21.9%

外国債券
28.2%

普通型

世界REIT
12.4%

外国株式
23.6%

外国株式
52.9%

外国債券
17.3%

積極型

国内債券
32.9%

外国債券
30.0%

やや
保守型

外国株式
39.0%世界REIT

14.0%

やや
積極型

外国債券
24.0%
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12

上記は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

MEMO
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13

ファンドの特色
「のむラップ・ファンド」は、リスク水準が異なる「保守型」、「やや保守型」、「普通型」、「やや積極型」、「積極型」※1の
スイッチング可能な5つのファンドで構成されています。

保守型…………安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を図ることを目的として運用を行ないます。
やや保守型……安定した収益の確保と信託財産の成長を図ることを目的として運用を行ないます。
普通型…………信託財産の成長と安定した収益の確保を図ることを目的として運用を行ないます。
やや積極型……信託財産の成長と安定した収益の確保を図ることを目的として積極的な運用を行ないます。
積極型…………信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行ないます。

※1 「保守型」、「やや保守型」、「普通型」、「やや積極型」、「積極型」の名称は、各ファンド間の相対的なリスク量を表すものです。
　　また、いずれの名称も、元本を確保することを意味するものではありません。

※2 世界の金融商品取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている不動産投資信託証券（一般社団法人投資信託協会規則に定める不動産投資信託証券をいいます。）とします。
　   なお、国によっては、「不動産投資信託証券」について、「REIT」という表記を用いていない場合もありますが、ファンドにおいては、こうした場合も含め、全て「REIT」といいます。
※3 「実質的な主要投資対象」とは、「国内株式マザーファンド」、「国内債券NOMURA-BPI総合 マザーファンド」、「外国株式MSCI-KOKUSAIマザーファンド」、「外国債券マザーファンド」、
　   「世界REITインデックス マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

1

国内株式、国内債券、外国株式、外国債券、世界各国（日本を含む）の不動産投資信託証券（REIT）※2を
実質的な主要投資対象※3とし、以下の投資方針に基づき分散投資を行ないます。2

・ 一部のマザーファンドへの投資配分比率がゼロとなる場合があります。

◆各マザーファンドは、各々以下の指数の動きに連動する投資成果を目指して運用を行ないます。

※4 野村證券株式会社は金融商品取引法に基づき、投資運用業および投資助言・代理業の登録を行なっています。

各マザーファンドへの投資配分比率は、ファンドの投資助言会社である野村證券株式会社※4が、独自に開発したモデルを用い、
各資産の期待リターンや推定リスク、各資産間の相関係数等をもとに最適化した結果を踏まえ決定します。3

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。4

リート

<国内株式>
国内株式マザーファンド

<国内債券>
国内債券NOMURA-BPI総合 マザーファンド

<外国株式>
外国株式MSCI-KOKUSAIマザーファンド

<外国債券>
外国債券マザーファンド
<世界各国のREIT>

世界REITインデックス マザーファンド

○主要投資対象 : わが国の株式
○対象指数 : 東証株価指数（TOPIX）
○主要投資対象 : わが国の公社債
○対象指数 : NOMURA-BPI総合（NOMURA-ボンド・パフォーマンス・インデックス総合）
○主要投資対象 : 外国の株式
○対象指数 : MSCI-KOKUSAI指数（円ベース・為替ヘッジなし）＊　＊MSCI-KOKUSAI指数をもとに、委託会社が円換算したものです。
○主要投資対象 : 外国の公社債
○対象指数 : FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）
○主要投資対象 : 世界各国のREIT
○対象指数 : S&P先進国REIT指数（配当込み、円換算ベース）＊　＊S&P先進国REIT指数（配当込み、ドルベース）をもとに、委託会社が円換算したものです。
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投資リスク 他
当ファンドの投資リスク　ファンドのリスクは下記に限定されません。
各ファンドは、株式、債券および不動産投資信託証券（REIT）等を実質的な投資対象としますので、組入株式の価格下落、金利変動等による組入債券の価格下落、
組入REITの価格下落や、組入株式の発行会社、組入債券の発行体および組入REITの倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。
また、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が生じることがあります。
なお、投資信託は預貯金と異なります。

1114

〈各マザーファンドが対象とする指数の著作権等について〉
○東証株価指数（TOPIX）
東証株価指数（TOPIX）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）に係る標章又は商標は、株式会
社J P X総研又は株式会社J P X総研の関連会社（以下「J P X」という。）の知的財産であり、
指数の算出、指数値の公表、利用など東証株価指数（TOPIX）に関するすべての権利・ノウハ
ウ及び東証株価指数（TOPIX）に係る標章又は商標に関するすべての権利はJ P Xが有しま
す。J P Xは、東証株価指数（TOPIX）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、
責任を負いません。本商品は、J P Xにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の
設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもJPXは責任を負いません。
○NOMURA-BPI 総合
NOMURA-BPI 総合の知的財産権とその他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆
コンサルティング株式会社に帰属しています。また、同社は当該指数の正確性、完全性、信頼
性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。
○MSCI-KOKUSAI 指数
MSCI-KOKUSAI 指数は、MSCI が開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権
その他一切の権利はMSCI に帰属します。またMSCI は、同指数の内容を変更する権利および
公表を停止する権利を有しています。
○FTSE 世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）
FTSE 世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）は、FTSE Fixed Income LLC 
により運営され、世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券イ
ンデックスです。同指数はFTSE Fixed Income LLC の知的財産であり、指数に関するすべて
の権利はFTSE Fixed Income LLC が有しています。

○S&P 先進国REIT 指数
S&P 先進国REIT 指数はスタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービシーズ エル エ
ル シーの所有する登録商標であり、野村アセットマネジメントに対して利用許諾が与えられて
います。スタンダード＆プアーズは本商品を推奨・支持・販売・促進等するものではなく、また
本商品に対する投資適格性等に関しいかなる意思表明等を行なうものではありません。

〈当資料で使用した市場指数について〉
国内株式：東証株価指数（TOPIX）（配当込み）、国内債券：NOMURA-BPI総合、外国株式：
MSCI-KOKUSAI指数（円ベース・為替ヘッジなし）※ ※配当込み、外国債券：FTSE世界国債イン
デックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）、世界REIT：S&P先進国REIT指数（配当込み、円換算
ベース）

《 基準価額の変動要因 》 基準価額の変動要因は下記に限定されるものではありません。
■ 株 価 変 動 リ ス ク ： ファンドは実質的に株式に投資を行ないますので、株価変動の影響を受けます。
■ REITの価格変動リスク ： REITは、保有不動産の状況、市場金利の変動、不動産市況や株式市場の動向等により、価格が変動します。

ファンドは実質的にREITに投資を行ないますので、これらの影響を受けます。
■ 債券価格変動リスク ： 債券（公社債等）は、市場金利や信用度の変動により価格が変動します。ファンドは実質的に債券に投資

を行ないますので、これらの影響を受けます。
■ 為 替 変 動 リ ス ク ： ファンドは、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行ないませんので、為替変動の影響

を受けます。
《 その他の留意点 》
◆ ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
● ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変
した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られて
しまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止等となる
可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性等があります。

● 資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に沿った運用ができない場合があります。
● ファンドが実質的に組み入れる有価証券の発行体において、利払いや償還金の支払いが滞る可能性があります。
● 有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の相手方の倒産等により契約が不履行になる可能性があります。
● 投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資金変動等に伴なう売買等が生じた場合などには、ファンドの基準
価額に影響を及ぼす場合があります。

● ファンドで使用するモデルは、委託会社が信頼できると判断したデータ等の評価に基づき採用しておりますが、今後の運用成果
を保証するものではありません。また、今後使用するモデルが変更となる場合があります。

● ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配を行なう場合
があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。

 投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部または全部が、実質的
に元本の一部払戻しに相当する場合があります。

 分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当額が減少する
こととなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を
行なった場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。

野村信託銀行株式会社［ファンドの財産の保管および管理を行なう者］〈受託会社〉野村アセットマネジメント株式会社［ファンドの運用の指図を行なう者］〈委託会社〉

ファンドの基準価額等についてのお問い合わせ先：
野村アセットマネジメント株式会社 <受付時間>営業日の午前9時～午後5時0120-753104

●サポートダイヤル
http://www.nomura-am.co.jp/
●ホームページ
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※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に
応じて異なりますので、表示することができません。

● ご購入時手数料

● 運用管理費用（信託報酬）　   ファンドの保有期間中に、期間に応じてかかります。

● 信託財産留保額（ご換金時、スイッチングを含む）

1万口につき基準価額に0.3％の率を乗じて得た額

● その他の費用・手数料  　　　ファンドの保有期間中に、その都度かかります。
　　　　（運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことができません。）

・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料　・外貨建資産の保管等に要する費用　　
・有価証券の貸付に係る事務の処理に要する費用　・監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
・ファンドに関する租税   　等

＜スイッチング時＞
各ファンドへのスイッチングによるご購入は、ご購入価額に0.55％（税抜0.5％）の率を乗じて得た額

※お申込みの際には投資信託説明書（交付目論見書）でご確認ください。

《 お申込みメモ 》

●信託期間

●決算日および
　収益分配

●ご購入価額

●ご購入代金

●ご購入単位

●ご換金価額

●ご換金代金

●ご換金制限

●スイッチング

課税関係

ご
購
入
時

ご
換
金
時

そ
の
他

無期限
（保守型、普通型、積極型 ：2010年3月15日設定）
（やや保守型、やや積極型 ：2016年11月11日設定）

ご換金申込日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額

原則、ご換金申込日から起算して5営業日目から販売会社でお支払いします。

1日1件10億円を超えるご換金は行なえません。
なお、別途換金制限を設ける場合があります。

「保守型」「やや保守型」「普通型」「やや積極型」「積極型」間でスイッチングが
可能です。

年1回の決算時（原則、2月18日（休業日の場合は翌営業日））に、
分配の方針に基づき分配します。

ご購入申込日の翌営業日の基準価額

＊ 詳しくは、野村證券にお問い合わせください。

原則、ご購入申込日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払い
ください。
一般コース(分配金を受取るコース) ：
　　　　　　　　　　　　　1万口以上1口単位または1万円以上1円単位
自動けいぞく投資コース(分配金が再投資されるコース) ：
　　　　　　　　　　　　　1万口以上1口単位または1万円以上1円単位

個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時（スイッチングを含む）
および償還時の譲渡益に対して課税されます。ただし、NISA（少額投資非課税制
度）の適用対象ファンドにおいてNISAを利用した場合には課税されません。な
お、税法が改正された場合などには、内容が変更になる場合があります。詳しく
は販売会社にお問い合わせください。

《 お申込みメモ 》 《 当ファンドに係る費用 》 （2023年11月現在）

<当資料について>
●当資料は、ファンドのご紹介を目的として野村アセットマネジメントが作成したご参考資料です。
●当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証する
ものではありません。
●当資料中の記載内容、数値、図表等については、当資料作成時のものであり、事前の連絡なしに変更される
ことがあります。
●当資料中のいかなる内容も将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

<お申込みに際してのご留意事項>
●ファンドは、元金が保証されているものではありません。
●ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
●ファンドの分配金は、投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が決定しま
すが、委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその
金額について示唆、保証するものではありません。
●お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、
ご自身でご判断ください。

ご購入価額に1.1％（税抜1.0％）の率を乗じて得た額

各ファンドの純資産総額に以下の率を乗じて得た額
年1.188％（税抜年1.08％）
年1.2705％（税抜年1.155％）
年1.353％（税抜年1.23％）
年1.4355％（税抜年1.305％）
年1.518％（税抜年1.38％）

：
：
：
：
：

「 保 守 型 」
「やや保守型」
「 普 通 型 」
「やや積極型」
「 積 極 型 」 
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No.0232

商　　号 ： 野村證券株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第142号
加入協会 ： 日本証券業協会／一般社団法人日本投資顧問業協会／
　　　　　一般社団法人金融先物取引業協会／
　　　　　一般社団法人第二種金融商品取引業協会

商　　号 ： 野村アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第373号
加入協会 ： 一般社団法人投資信託協会／
 一般社団法人日本投資顧問業協会／
 一般社団法人第二種金融商品取引業協会

設定・運用はお申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は
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